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１．太陽電池発電設備の安全確保に向けた対策 

出力等条件 ＦＩＴ認定設
備【H28.2時点】 

＜事前規制＞ 
安全な設備の設置を 
担保する措置 

＜事後規制＞ 
不適切事案等への対応 

を担保する措置 
うち 

導入済み 

2,000kW以上 1,364件 
(約2,698万kW) 

217件 
(約264万kW) 

50kW 
～2,000kW 

約3.2万件 
(約2,148万kW) 

約1.9万件 
(約1120万kW) 

50kW未満 
（一般用電気工作

物） 

約83万件 
(約2,626万kW) 

約36.6万件 
(約874万kW) 

約101万件 
(約459万kW) 

約87万件 
(約388万kW) 

技術基準 
の整備 

 
・標準仕様の
明確化 
・感電防止対
策等の検討 

など 

工事計画 
使用前自主検査 

使用前自己確認 
（500kW以上） FIT法と 

連携した 
不適切事
案の把握 

事
故
報
告 

事
故
報
告 

（
強
化
） 

 本年３月に開催した電力安全小委員会での審議を踏まえ、使用前自己確認制度の導入や報告規
則の強化といった制度的措置については台風シーズン前までに速やかに措置を行う。（８月目処） 

 一方、技術基準の整備については専門的な検証が必要であることから、今年度から、実証実験などを
行い、その結果を新エネルギー発電設備事故対応・構造強度ＷＧでも審議いただきつつ、必要な対
策を措置・推進していく。                                              
ただし、不適切な設備の設置を防止していく上で、標準仕様の明確化は喫緊の課題であることから、
（一社）太陽光発電協会（JPEA）での検討も踏まえつつ、早急に検討を進める。 
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２．ＦＩＴ法改正について 

 「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（以下ＦＩＴ法）」の
改正法については、 ６月３日に公布されており、来年４月より施行される予定。 

 本改正では、適切な事業実施を確保する仕組みとして、事業実施中の適切な点検・保守や、他法
令の遵守等を求め、違反時の改善命令・認定取消を可能とするとともに、認定情報を公表すること
としている。加えて、地域で景観や安全上のトラブルが発生している状況に鑑み、本改正に先立って
今年４月より、自治体や関係省庁が認定情報データベースにアクセスできるシステムの運用を開始し
たところ。 

認定申請段階 

認定段階 

○認定申請情報を自治体・関係省庁に共有 
認定申請時において土地利用規制や景観保全の観点から自治体や関係省
庁が行う事務に必要な事業計画の情報（事業者名、設置場所、出力規模
等）を自治体や関係省庁に提供・共有 

○認定情報の公表 
経産大臣が認定した事業計画（住宅用太陽光等10kW未満の小規模事
業を除く）の主要な情報を広く一般に公表 

認定後／運転開始 
段階 

○他法令遵守の担保 
他法令を遵守し、事業が適切に実施される見込みがあることを認定時に確認 

○他法令違反時に改善命令・認定取消し 
認定取得後において他法令違反が判明し、事業を適切に実施していない場
合は、経済産業大臣による改善命令・認定取消しを行うことが可能 
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○ 今年の台風シーズンに
入る前の点検強化を依頼
する通知を、本年４月２
７日付で関係団体に発
出し、事業者に対する注
意喚起を行った。なお、本
年４月２８日には経済
産業省HPにも掲載済み。 
※関係団体： 
発電事業者団体、 
電気工事業者団体、 
パネルメーカー団体、 
電気設備の保守管 
理事業者団体 

一般用太陽電池発電設備設置者向けの台風シーズン前注意喚起文書 

○台風シーズン前の飛散防止等に関する注意喚起 

３－１．安全対策の周知（太陽光パネル設置事業者への注意喚起） 
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○ 地震による被害の復旧作
業時に、地震で破損した太陽
電池発電により、作業員の感
電を防止するため、発生翌日
の４月１５日付けで、熊本
県及び周囲の自治体に対し、
回収にあたっての注意喚起を
実施した。 
○ボランティア等復旧作業に
従事する者が増加していること
を踏まえ、５月には、再度、
同自治体及び現地支援チー
ムに対して、注意の呼びかけを
実施した。 ボランティア等復旧作業者向け、注意喚起文書 

○地震で破損した太陽電池発電設備による感電防止に関する注意喚起 

３－２．安全対策の周知（震災発生時の復旧作業者への注意喚起） 
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【発電設備の概要】 
○山梨県 
○出力４０ｋｗ（モジュール１９４枚） 
○平成２８年４月６日に立入検査実施 
○太陽電池モジュールの支持物の強度が 
  電気設備の技術基準に適合しているか 
  を設置者が確認し、必要な場合は改善 
  をするように産業保安監督部が指導。 

○技術基準に適合していないと疑われる点 
  一部の支柱と杭の接合部において、ボルト１本で接合 
 している箇所があり、フランジによる接合部もずれていた。 
  なお、産業保安監督部が立入検査で確認をした材料 
 の材質、測定値等から試算した結果、このステンレス製 
 ボルトは、１本で接合した場合も強度が確保されること 
 が確認された。 

○技術基準に適合していないと疑われたため、立入検査を行った例 

４．立入検査の状況 
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